	中山間・人口減少地域における介護サービス提供体制に関する調査
（訪問介護事業所票）調査票見本



	※ 本調査票は、事業所管理者の方にご回答いただくことを想定しています。
※ この調査票見本は Web 上で回答するための準備等にご使用ください。回答先は、https://questant.jp/q/chusankan-homon　（パスワード：home）です。
別添C-1調査要領(事業所)もご確認のうえ、ご回答ください。
※ 選択する選択肢の数は、原則１つです。複数選択が可能な設問については、設問文に「複数回答可」と
記載しています。
※ 本調査票の調査時点は、特に補足がない限り、令和８年８月末時点とします。

回答期限は、2026年（令和８年）10月16日（金）です。



	Ⅰ．貴事業所について



問1 貴事業所が所在する都道府県名・市町村名・事業所名・連絡先（E-mail）をご記入ください。
	都道府県名
	

	市町村名
	

	事業所名
	

	連絡先(E-mail)
	　　　　　　　　　　　　　　＠


問2 実施しているサービス
	1． 指定訪問介護
2． 基準該当訪問介護（基準該当サービスとして登録）
3． 離島等相当訪問介護（離島等相当サービスとして登録）



以下、実施しているサービスによって設問が異なる場合、冒頭に【指定介護サービス】【基準該当サービス】【離島等相当サービス】の記載があります。特に記載のない設問は、すべての回答者の方が対象です。

問3 貴事業所の事業開始年
	西暦［　　　　］年


問4 【基準該当サービス】通常の指定訪問介護と比べてどの人員・設備・運営基準が緩和されていますか。（複数回答可）
	1． 訪問介護員の配置基準
2． サービス提供責任者の資格要件
3． 管理者の常勤要件
4． その他［具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］





問5 【離島等相当サービス】通常の指定訪問介護と比べてどのように人員・設備・運営基準が緩和されていますか。（自由記述）
	



問6 [bookmark: _Hlk237858490][bookmark: _Hlk237859112]令和８年８月に提供したサービスに対し適用された同一建物減算について、当てはまるものを全てご回答ください。（複数回答可）
	1． 適用なし
2． 同一敷地内・隣接建物等に係る減算
3． 特定の建物への集中的なサービス提供に係る減算
4． わからない


問7 所属法人の種別
	1． 営利法人（株式会社、合同会社、有限会社）
2． 医療法人
3． 社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）
4． 社会福祉協議会
5． 特定非営利活動法人
6． 市町村直営の事業所
7． その他［具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］


問8 [bookmark: _Ref237940753][bookmark: _Ref239415000]同一法人や法人グループで実施している介護保険サービスの事業所・施設数（貴事業所を含む）
※介護予防サービスと一体的に指定を受けている場合、介護予防サービス事業所数の計上は不要です。
	1． １事業所（貴事業所のみ）
2． ２～３事業所・施設
3． ４～９事業所・施設
4． 10事業所・施設以上
5． わからない


問9 【問8で２～４と回答した方にお伺いします。】
貴法人が介護保険サービスを展開している地域について、あてはまるものをご回答ください。
	1． 同一市町村内のみ
2． 同一都道府県内のみ
3． 複数都道府県



	Ⅱ．職員体制・利用者状況


問10 貴事業所の職員数（数値回答）※各職種の合計をご回答ください。常勤換算数は小数点以下第１位まで記入してください（小数点以下第２位を四捨五入）。該当者がいない場合は「0」を記入してください。
	1． 常勤実人数［　　］人
2． 非常勤実人数［　　］人
3． 常勤換算数［　　］人




問11 令和８年８月末時点における、貴事業所の利用登録者数（実人数）（数値回答）
※該当者がいない場合は「0」を記入してください。
	1． 要介護［　　］人
2． 要支援・事業対象者［　　］人 　※総合事業の利用者の人数をご回答ください。


問12 過去３年間（事業開始から３年未満の場合は、開始から現在まで）の、職員数・利用登録者数の変化について、最も当てはまるものをご回答ください。
	①職員数
1． 増加
2． 概ね変わらない
3． 減少
	②利用登録者数
1． 増加
2． 概ね変わらない
3． 減少


問13 以下の役職・職種の職員について、現在、他の介護・福祉サービス事業所等（同一法人含む）で兼務している者がいるかどうかご回答ください。（複数回答可）
※同じ訪問介護事業所内での役職の兼務は含めず、別の事業所での兼務についてご回答ください。
1 訪問介護員
	1． 通所系サービス事業所（通所介護・通所リハ 等）との兼務者がいる
2． 施設・居住系サービス事業所（特養・老健・認知症高齢者グループホーム 等）との兼務者がいる
3． 高齢者向け住宅（有料老人ホーム・サ高住 等）との兼務者がいる
4． 障害福祉サービス（居宅介護・重度訪問介護 等）との兼務者がいる
5． その他の事業所との兼務者がいる
［具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
6． 兼務している職員はいない


2 管理者
	1． 他の介護保険サービス事業所（居宅介護支援事業所以外）の管理者を兼務している
2． 障害福祉サービス事業所の管理者を兼務している
3． 居宅介護支援事業所の管理者を兼務している
4． 他の介護保険サービス・障害福祉サービスの職員（管理者以外）を兼務している
5． その他［具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
6． 兼務していない




	Ⅲ．サービス提供状況


問14 令和８年８月末時点において、通常の事業の実施地域外に居住する利用者に対してサービスを提供していますか。
	1． している
2． していない


[bookmark: _Ref239273070]

問15 貴事業所の利用者のうち、以下に該当する利用者の人数をご回答ください。（数値回答）
※同じ利用者が複数項目に該当する場合は、該当するすべての項目に人数を含めてください。該当者がいない場合は「0」を記入してください。
	1． 訪問に片道30分以上かかる地域に居住する利用者［　　］人
2． サービス提供をするために船・フェリー等での渡航が必要な地域に居住する利用者［　　］人
3． 雪深い地域・冬季に道路が閉鎖・通行困難になる等、事業所からの移動が困難な地域に居住する利用者［　　］人
4． 豪雨・台風・土砂災害などの影響で、道路の冠水・崩落等により通行困難となることが多い地域に居住する利用者［　　］人
5． その他移動に特別な対応が必要な地域に居住する利用者
［具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］［　　］人


問16 [bookmark: _Hlk238194230]事業所から訪問に最も時間がかかる利用者宅までの片道時間はどの程度ですか。（数値回答）
	およそ［　　］分



	Ⅳ．経営状況



問17 新規利用者の受け入れ余裕について、最も近いものをご回答ください。
	1． 新規利用を十分に受け入れられる状況
2． 新規利用を限定的に受け入れられる状況（特定の日時のみなど）
3． 新規利用を受け入れることが困難な状況


問18 [bookmark: _Ref237940899]直近６か月（令和８年３月～令和８年８月）に利用相談や申し込みがあったものの、受け入れを断ったことはありますか。あった場合は件数をご回答ください。
	1． あり［　　］件
2． なし


問19 【問18で「１．あり」と回答した方にお伺いします。】受け入れが難しかった理由をご回答ください。（複数回答可）
	1． 訪問介護員の不足
2． 移動時間が長い
3． 対応可能な曜日・時間帯でなかった
4． 事業所で対応することが難しい症状・状態の方であった
5． その他［具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］


問20 [bookmark: _Ref237940917]ご回答可能な範囲で、令和７年度の訪問介護事業単体の収支額（概算）についてご回答ください。（数値回答）※収入には、補助金収入等の事業外収益は含めずにご回答ください。介護予防サービスと一体的に指定を受けている場合、介護予防サービスと合わせた事業収支でご回答ください。
	1． 収入合計（年間）約［　　］万円／年
2． 支出合計（年間）約［　　］万円／年


問21 [bookmark: _Ref237940926]収支差額が赤字となる場合、その補填はどのように行っていますか。（複数回答可）
※最近３年間程度の状況について、ご回答ください。
	1． 法人の別事業からの繰入れにより補填している
2． 自治体等からの補助金により補填している
3． 補填は行わず、法人全体として赤字が継続している
4． その他の方法で補填している［具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
5． 最近３年間で収支差額が赤字になったことはない


問22 [bookmark: _Hlk238136146]【問21で「２．自治体等からの補助金により補填している」と回答した方にお伺いします。】
利用している「自治体等からの補助金」の内容（補助金の名称・実施主体・対象経費の内容・補助額・補助金の交付条件など）について、具体的にご回答ください。
（自由記述）
	


問23 貴事業所の過去1年間の状況について、発生状況と経営収支への影響の程度を①～⑧の項目ごとに、それぞれ1つずつ選択してください。
	
	１．生じており、収支に非常に影響がある
	２．生じており、収支にやや影響がある
	３．生じているが、収支への影響はあまりない
	４．生じていない

	1 地域の人口減少に伴う、利用者数の減少
	１
	２
	３
	４

	2 入院・入所等による利用者数の変動
	１
	２
	３
	４

	3 利用者の前日や当日のキャンセル
	１
	２
	３
	４

	4 要支援者や軽度の利用者の割合の増加
	１
	２
	３
	４

	5 利用者の居宅が点在しており、移動時間が長い
	１
	２
	３
	４

	6 職員の待機時間の人件費支出がある（移動のための待機や、サービス間の空き時間等）
	１
	２
	３
	４

	7 職員の採用にかかるコストの上昇
	１
	２
	３
	４

	⑧加算の算定要件（人員配置・体制等）を満たすことが難しい
	１
	２
	３
	４





	Ⅴ．離島・中山間地域等に対する基準緩和に係る制度の活用・認知状況



問24 [bookmark: _Ref238136722]中山間・人口減少地域等において、柔軟なサービス提供体制の確保のために活用することができる、以下の仕組みをご存じですか。
	
	１．初めて聞いた
	２．言葉は聞いたことがあったが、内容は知らなかった
	３．知っていた

	1 基準該当サービス
	１
	２
	３

	2 離島等相当サービス
	１
	２
	３

	3 特定地域サービス（令和９年度施行）
	１
	２
	３

	4 特定地域居宅サービス等事業
（令和９年度施行）
	１
	２
	３


＜各仕組みの概要＞　※詳細は、別添の「●制度概要資料」及び「中山間・人口減少地域における介護サービス提供体制確保のための基準該当サービス・離島等相当サービス活用マニュアル」もご参照ください。
	基準該当サービス
	指定居宅サービスの要件を満たすことが難しい事業者であっても、国の基準を踏まえた都道府県条例の基準を満たし、市町村が認める場合に、提供するサービスを保険給付の対象にできる

	離島等相当サービス
	基準該当サービスの確保も著しく困難な地域において、市町村の判断で基準該当サービスよりも基準を緩和できる（対象地域に規定あり）

	特定地域サービス
（令和９年度施行）
	国の基準を踏まえた都道府県条例の基準を満たし、市町村が認める場合に、提供するサービスを保険給付の対象にできる。利用者1人当たり月単位の定額報酬の選択も可能（対象地域に規定あり）

	特定地域居宅サービス等事業
（令和９年度施行）
	特定地域サービスを活用しても、サービス提供体制の維持が困難なケースに対応するための制度。市町村が介護保険財源を活用し、通常の訪問エリアを超えた訪問や、通所介護等の事業所への訪問機能追加などを地域支援事業として委託することができる（対象地域に規定あり）


問25 [bookmark: _Ref237940983]【指定介護サービス】基準該当サービスや離島等相当サービスについて、市町村と話し合ったり、貴事業所から活用を提案したことはありますか。
	1． 市町村と継続的に話し合っている
2． 貴事業所が市町村に対して、移行・活用を提案・相談したことがある
3． 市町村から説明や活用の提案を受けたことがある
4． 市町村と活用について話をしたり、説明を受けたりしたことはない


【基準該当サービス】離島等相当サービスについて、市町村と話し合ったり、貴事業所から活用を提案したことはありますか。
	1． 市町村と継続的に話し合っている
2． 貴事業所が市町村に対して、移行・活用を提案・相談したことがある
3． 市町村から説明や活用の提案を受けたことがある
4． 市町村と活用について話をしたり、説明を受けたりしたことはない



問26 【問25で「１．継続的に話し合っている」・「２．移行・活用を提案・相談したことがある」・「３．説明や活用の提案を受けたことがある」と回答した方にお伺いします。】
現在の検討の状況、もしくは制度の活用に至らなかった理由をご回答ください。（自由記述）
	




	Ⅵ．今後の事業の見通し


問27 [bookmark: _Ref237941000]今後３年間を見通して、貴事業所はどのような状況になる可能性が高いと考えますか。事業所としてのサービス提供量や職員数等の事業規模の見込みに最もあてはまるものをお選びください。
	1． 拡大していると思う
2． 現在と概ね同じ水準で運営していると思う
3． 縮小していると思う
4． 他法人・事業所との統合が進む可能性がある
5． 事業所を休止・廃止している可能性がある
6． その他［具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］


問28 [bookmark: _Hlk238551925]【問27で「５．事業所を休止・廃止している可能性がある」と回答した方にお伺いします。】今後、休止・廃止を具体的に検討するきっかけとなる可能性が高い要因・状況としてあてはまるものをご回答ください。
1 該当する項目すべてをご回答ください。（複数回答可）
	1． 専門職等の必要な人材の確保困難
2． 職員の高齢化・退職
3． 経営者・管理者の高齢化や後継者の確保困難
4． 事業継続に必要な利用者数の確保困難
5． 事業収支の赤字の継続
6． 建物・設備・車両の修繕等の費用確保困難
7． その他［具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］


2 上記のうち、最も影響が大きい要因として考えられる項目を１つご回答ください。
	1． 専門職等の必要な人材の確保困難
2． 職員の高齢化・退職
3． 経営者・管理者の高齢化や後継者の確保困難
4． 事業継続に必要な利用者数の確保困難
5． 事業収支の赤字の継続
6． 建物・設備・車両の修繕等の費用確保困難
7． その他


問29 [bookmark: _Ref239355553][bookmark: _Ref239416080]【指定介護サービス】今後３年以内に指定訪問介護の人員配置基準を満たせなくなる可能性がありますか。
	1． ある
2． ない


問30 [bookmark: _Ref239356243]【問29で「１．ある」と回答した方にお伺いします。】どの職種を確保することが困難ですか。（複数回答可）
	1． 訪問介護員
2． サービス提供責任者
3． 管理者


問31 【問29で「１．ある」と回答した方にお伺いします。】以下に示す基準該当サービスの人員配置基準が適用された場合、今後３年間も基準を満たせると考えられますか。
	基準該当サービスの人員配置基準
訪問介護員等：3人以上の配置（常勤換算方法ではなく、実人数）
サービス提供責任者：利用者人数によらず1人以上の配置
管理者：常勤要件なし



	1． はい
2． いいえ


問32 今後も地域での訪問介護サービスの提供を継続していくために、以下の①～⑧の対応は、どの程度有効だと考えますか。
	
	１．とても有効
	２．やや有効
	３．あまり有効でない
	４．有効でない
	５．わからない

	1 訪問介護員の配置基準（人数）の緩和
	１
	２
	３
	４
	５

	2 管理者の常勤専従要件の緩和
	１
	２
	３
	４
	５

	3 職員が法人内の他サービスと兼務しやすくする仕組み
	１
	２
	３
	４
	５

	4 職員が法人外の他の仕事と兼務しやすくする仕組み
	１
	２
	３
	４
	５

	5 （訪問介護事業所を維持するのではなく）通所介護や介護施設等の職員が合間の時間に訪問サービスを担う体制にすること
	１
	２
	３
	４
	５

	6 利用者数や利用実績に左右されない包括的な報酬体系を選択できる仕組み
	１
	２
	３
	４
	５

	7 移動時間もしくは移動距離に比例した自治体からの補助
	１
	２
	３
	４
	５

	8 通常の事業の実施地域外の利用者へのサービス提供に対する自治体からの補助
	１
	２
	３
	４
	５


問33 地域でのサービス提供を持続可能なものとしていくために感じている課題や必要な支援について、自由に記載してください。（自由記述）
	




設問は以上です。調査にご協力いただき、ありがとうございました。
下記のアンケートサイトからご回答をご入力ください。
https://questant.jp/q/chusankan-homon　（パスワード：home）

※最後に回答一覧が表示されます。一番下にある送信ボタンを押すと回答が完了します。
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